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（前注）本部会資料では，要綱案のたたき台となるべきものを太字で示し，そのうち特に必要

と思われる事項につき説明を記載した。更なる議論を要する事項については，【Ｐ】と

記載した上，その説明の中で，修正案を示すなどしている。 

    なお，中間試案から実質的変更のある事項については，中間試案を併記している。 

第２部 海商法制について 

第１ 船舶 

１ 船舶の所有 

⑴ 総則 

ア 発航の準備を終えた船舶に対する差押え等の許容 

商法第６８９条の規律を次のように改めるものとする。 

差押え及び仮差押えの執行（仮差押えの登記をする方法によるもの

を除く。）は，航海中の船舶（停泊中のものを除く。）に対してはする

ことができない。 

イ 船舶の国籍を喪失しないための業務執行社員の持分の売渡しの請求 

商法第７０２条第２項の規律を次のように改めるものとする。 

持分会社の業務執行社員の持分の移転により当該持分会社の所有す

る船舶が日本の国籍を喪失することとなるときは，他の業務執行社員

は，その持分を相当な代価で売り渡すことを請求することができる。 

 

○中間試案第２部，第１，１⑴「総則」 

イ 船舶の国籍を喪失しないための業務執行社員の持分の売渡しの請求 

  商法第７０２条第２項の規律を次のように改めるものとする。 

  持分会社の業務執行社員の持分の移転又は国籍の喪失により当該持分会社

の所有する船舶が日本の国籍を喪失することとなるときは，他の業務執行社

員は，その持分を相当な代価で売り渡すことを請求することができる。 

（説明） 

中間試案では，商法第７０２条第２項の規律について，①船舶法所定の日本船舶の

要件に合わせ，業務執行社員の持分の移転の場合に，他の業務執行社員のみが持分の

売渡しの請求をすることができることとし，②社員の国籍の喪失により会社所有の船

舶が日本の国籍を喪失することとなる場合を規律の対象に含め，③合同会社を含めた

持分会社全般に関する規律に改めることを提案していた。 

しかし，上記②の点については，様々な文献を調査すると，これに反対する学説も

見られ，また，船舶以外に多くの財産がある持分会社を想定すると，財産の一部であ
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る船舶が日本国籍を失うというのみで，当該持分会社の持分全ての売渡しを強制され

るのは，財産権の制約の度合いがやや過大であるとも考えられる。 

そこで，規律の見直しを上記①及び③に限ることとしている。 

 

⑵ 船舶の共有 

ア 損益の分配は毎航海の終わりに行う旨の規律（商法第６９７条）を

削除するものとする。 

イ 船舶管理人である船舶共有者の持分の譲渡に関する規律（商法第６

９８条ただし書）を次のように改めるものとする。 

船舶管理人である船舶共有者は，他の船舶共有者の全員の承諾を得

なければ，その持分の全部又は一部を他人に譲渡することができない。 

ウ 商法第９条（登記の効力）の規定は，同法第６９９条第３項の船舶

管理人の登記について準用するものとする。 

エ 毎航海の終わりに船舶管理人が航海に関する計算を行う旨の規律（商

法第７０１条第２項）を次のように改めるものとする。 

船舶管理人は，一定の期間ごとに，船舶の利用に係る損益の計算を

して各船舶共有者の承認を求めなければならない。 

 

○中間試案第２部，第１，１⑵「船舶の共有」 

エ 毎航海の終わりに船舶管理人が航海に関する計算を行う旨の規律（商法第

７０１条第２項）を次のように改めるものとする。 

  船舶管理人は，契約で定める期間ごとに，船舶の利用に係る損益の計算を

して各船舶共有者の承認を求めなければならない。 

（説明） 

中間試案では，商法第７０１条第２項の規律について，船舶共有者と船舶管理人の

間の契約で定める期間ごとに損益の計算をするように改めることを提案していた。 

しかし，パブリック・コメントの結果等では，当事者間に特約がない場合をも念頭

に置き，「一定の期間ごとに」又は「船舶共有者の請求があるとき」などと修正すべき

との意見があった。 

本規律は，船舶管理人の基本的な義務として損益の計算等をすべきことを定めてい

るところ，上記意見のとおり，当事者間に特約がない場合をも念頭に置くときは，そ

の職務の重要性にも鑑み，「一定の期間ごとに」と修正することが相当であると考えら

れる（交互計算期間に関する商法第５２９条の表現も同様である。）。 

そこで，本文のように修正することとしている。 
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２ 船舶賃貸借 

船舶賃貸借について，次のような規律を設けるものとする。 

⑴ 船舶賃借人は，商行為をする目的で船舶を航海の用に供する場合にお

いて，その船舶を受け取った後にこれに生じた損傷があるときは，その

利用に必要な修繕をする義務を負う。 

⑵ ⑴は，その損傷が賃貸人の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は，適用しない。 

 

○中間試案第２部，第１，２「船舶賃貸借」 

 船舶賃借人は，商行為をする目的で船舶を航海の用に供するときは，その船

舶の利用に必要な修繕をする義務を負うものとする。 

（説明） 

 第９回会議では，船舶賃借人の修繕義務の範囲について，引渡し後に船舶に生じた

損傷に限られる旨を明文化すべきであるとの指摘があり，法制審議会で取りまとめら

れた「民法（債権関係）の改正に関する要綱」及びこれに基づく改正法案の内容を踏

まえ，引き続き検討するものとされていた。 

 そこで，この点について，第１８９回国会に提出された「民法の一部を改正する法

律案」を参考にしつつ，船舶賃借人の修繕義務の範囲について，引渡し後に船舶に生

じた損傷に限られることを明文化し，また，賃貸人の責めに帰すべき事由による損傷

については船舶賃借人に修繕義務が生じないことを明文化することとしている。 

３ 定期傭船 

定期傭船契約について，船舶の利用に関する契約の一つとして，次のよ

うな規律を設けるものとする。 

⑴ 定期傭船契約は，当事者の一方が一定の期間艤装した船舶に船員を乗

り組ませてこれを相手方の利用に供することを約し，相手方がこれに対

してその傭船料を支払うことを約することによって，その効力を生ずる。 

⑵ 定期傭船者は，船長に対し，船舶の利用に関する必要な指示（航路の

決定に関するものを含む。）をすることができる。ただし，航海の安全

に関する事項については，この限りでない。 

⑶ 船舶の燃料，水先料，入港料その他船舶の利用に関する通常の費用は，

定期傭船者の負担とする。 

⑷ 次の規律は，定期傭船契約に係る船舶により物品を運送する場合につ

いて準用する。 

ア 危険物に関する通知義務（第１部第２の３⑵参照） 
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イ 船長の違法船積品等の処分権（商法第７４０条） 

ウ 堪航能力担保義務（商法第７３８条，第３の２⑵参照） 

 

○中間試案第２部，第１，３「定期傭船」 

 定期傭船契約について，船舶の利用に関する契約の一つとして，次のような

規律を設けるものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 定期傭船者は，船長に対し，船舶の利用に関する必要な指示（航路の決定

に関するものを含む。）をすることができる。ただし，船長の職務に属する事

項については，この限りでない。 

⑶ 定期傭船者は，船舶の燃料，水先料，入港料その他船舶の利用のために支

出した通常の費用を負担する。 

⑷ 次の規律は，定期傭船契約に係る船舶により物品を運送する場合について

準用する。 

 ア・イ （略） 

 ウ 堪航能力担保義務（商法第７３８条，第７３９条，第３の２⑵参照） 

（注）上記のほか，安全港担保義務に関する規定等を設けるか否かについては，

引き続き検討するものとする。 

（説明） 

１ 本文⑵について 

  定期傭船者の船長に対する指示権の範囲に関し，「船長の職務に属する事項」とい

う表現については，引き続き検討するものとされていたところ，パブリック・コメ

ントの結果では，中間試案に賛成する意見のほか，この表現が広範に解されるおそ

れがあるとの意見も複数あった。 

  そこで，様々な職責を担う船長の「職務に属する事項」という表現を避け，定期

傭船者の指示権がいわゆる海技事項について及ばないことをより直截に表す規定振

りとして，「航海の安全に関する事項」という表現に修正することとしている。 

２ 本文⑶について 

  本文⑶は，中間試案の実質を維持するものであるが，パブリック・コメントの結

果では，「船舶の利用のために支出した」という表現について，船舶所有者が一旦は

燃料等に係る支払をするとの誤解を招きかねないという趣旨の意見があったこと等

を踏まえ，費用負担に純化した表現振りに修正することとしている。 

３ 本文⑷について 

  航海傭船に関して，内航についても堪航能力担保義務を強行法規としない（免責

特約を許容する。）という提案をしていることを受け，定期傭船に関しても，準用す
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る条文から，商法第７３９条を除くこととしている（詳細は，後記第３の２⑶のと

おり）。 

４ 安全港担保義務の規律の新設について 

安全港担保義務については，パブリック・コメントの結果では，実務上一般に課

されるものであれば，当事者の予測可能性を確保するために規定を設けることが望

ましいという意見があった。これに対しては，船長においても，港の安全性に関す

る情報を容易に入手し得る立場にあることや，「安全な港」という概念が明確でない

こと等を理由として，規定を設けることに反対する複数の意見があり，第１３回会

議においても，後者と同趣旨の意見が見られた。 

このような中では，絶対的義務として安全港担保義務に関する規定を設けること

は困難であり，個別の約定（各種標準契約書式）によって対応されるべきものとも

考えられるが，どのように考えるか。 

第２ 船長 

１ 船長の責任 

船長はその職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明しない限

り利害関係人に対して損害賠償の責任を負う旨の規律（商法第７０５条）

を削除するものとする。 

２ 船長の職務 

⑴ 商法第７０９条第１項のうち，船長は運送契約に関する書類を船内に

備え置かなければならない旨の規律を削除するものとする。 

⑵ 船長は毎航海の終わりに航海に関する計算をして船舶所有者の承認を

求めなければならない等の規律（商法第７２０条第２項）を削除するも

のとする。 

３ 船長の権限 

⑴ 船籍港外における船長の代理権に関する規律（商法第７１３条第１項，

第７１５条第１項）を次のように改めるものとする。 

  船長は，船籍港外においては，次に掲げる行為を除き，船舶所有者に

代わって航海のために必要な一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限

を有する。 

 ア 船舶について抵当権を設定すること。 

 イ 借財をすること。 

⑵ 船籍港において船長は海員の雇入れ及び雇止めをする権限を有する旨

の規律（商法第７１３条第２項）を削除するものとする。 
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⑶ 船籍港外で船舶が修繕不能に至った場合に船長がこれを競売すること

ができる旨の規律（商法第７１７条）を削除するものとする。 

（説明） 

１ 中間試案では，本文⑵及び⑶の提案をしていたが，新たに本文⑴の提案をするも

のである。 

２ 現行法上，船籍港外において，船長は，船舶所有者との関係で包括的な代理権を

有する（商法第７１３条第１項）が，船舶への抵当権の設定及び借財については，

航海を継続するのに必要な費用を支弁するためでなければ，これをすることができ

ない（商法第７１５条第１項第１号，第２号）。 

  この点について，パブリック・コメントの結果では，船長の競売権の規律（商法

第７１７条）の削除とともに，その代理権の範囲も検討すべきであるとの意見があ

った。そして，船籍港外における船長の包括的な代理権については，これまで，寄

港地での食料・燃料等の調達や，船舶の差押え等に係る送達及び不服申立てに関し

て有用であるとの意見はあったが，情報通信技術や送金制度の発達した現代におい

て，船長が船舶への抵当権の設定及び借財をすることはないようであった。 

  そこで，船籍港外における船長の包括的な代理権を維持しつつ，航海を継続する

のに必要な費用を支弁するためであっても，船舶への抵当権の設定及び借財につい

ての代理権は認めないこととし，船舶管理人の代理権の規律（商法第７００条）を

参考に，本文⑴のような規律とすることが考えられるが，どうか。 

３ また，現行法上，船長は，航海を継続するのに必要な費用を支弁するために，積

荷の売却又は質入れをする権限を有する（商法第７１５条第１項第３号）。 

  この点について，パブリック・コメントの結果では，上記１と同様の意見があっ

たところ，船長の積荷処分権については，海難に際し積荷を投棄することがあり，

事実上の処分権限として有用であるとの意見はあったが，情報通信技術や送金制度

の発達した現代において，法的処分として，船長が積荷の売却や質入れをすること

はないようであった。 

  そこで，積荷の事実上の処分権（商法第７１２条，第７１９条）を維持しつつ，

法的な処分権（商法第７１５条第１項第３号）を削除することが考えられるが，ど

うか。 

第３ 海上物品運送に関する特則 

１ 海上物品運送契約の当事者 

海上物品運送契約の一方当事者を示す用語について，商法第３編第３章

第１節の規定中「船舶所有者」とあるのを「運送人」に改めるものとする。 
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２ 航海傭船 

⑴ 運送契約書の交付義務 

各当事者は相手方の請求により運送契約書を交付しなければならない

旨の規律（商法第７３７条）を削除するものとする。 

 

⑵ 堪航能力担保義務 

商法第７３８条の堪航能力担保義務違反による責任を過失責任に改め

るとともに，その義務の内容として，国際海上物品運送法第５条第１項

各号に掲げる事由を明示するものとする。 

 

⑶ 免責特約の禁止 

船舶所有者の過失若しくは船員その他の使用人の悪意重過失又は堪航

能力担保義務違反により生じた損害の賠償責任に係る免責特約を無効と

する旨の規律（商法第７３９条）を削除するものとする。 

ただし，運送人と船荷証券所持人との関係については，堪航能力担保

義務違反により生じた損害の賠償責任に係る免責特約を無効とするもの

とする。 

 

○中間試案第２部，第３，２⑶「免責特約の禁止」 

商法第７３９条のうち，船舶所有者の過失又は船員その他の使用人の悪意重

過失により生じた損害の賠償責任に係る免責特約を無効とする旨の規律を削除

するものとする。 

 

○中間試案第１部，第１，２「陸上運送及び海上運送」 

【甲案】 

⑴ 陸上運送 陸上又は湖，川，港湾その他の平水区域における物品又は旅客

の運送をいう。 

⑵ 海上運送 商法第６８４条に規定する船舶による物品又は旅客の運送（陸

上運送に該当するものを除く。）をいう。 

【乙案】 

⑴ 陸上運送 陸上における物品又は旅客の運送をいう。 

⑵ 海上運送 商法第６８４条に規定する船舶による物品又は旅客の運送（湖，

川，港湾その他の平水区域におけるこれに相当する運送を含む。）をいう。 

（説明） 

１ 免責特約の禁止について 
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⑴ ①船舶所有者の過失若しくは船員その他の使用人の悪意重過失により生じた損

害の賠償責任又は②堪航能力担保義務違反により生じた損害の賠償責任に係る免

責特約を無効とする旨の規律（商法第７３９条）について，中間試案までの審議

では，外航では航海上の過失免責が原則であり，これと比べると，商法の規律が

運送人に著しく不利となっていることや，現在では，荷主の利益を一方的に害す

る免責特約がされる危険性が高いとはいい難いことなどから，①の部分を削除し

つつ，他方で，海上航行の安全を図るという公益的な観点等を踏まえ，②の部分

を維持することとされ，パブリック・コメントの結果でも，概ね賛意が示されて

いた。 

その後，定期傭船契約に係る船舶により物品を運送する場合に堪航能力担保義

務の規律を準用する点（前記第１の３⑷ウ）に関して，特に外航については，世

界的に，定期傭船及び航海傭船には契約自由の原則が妥当するのが一般的である

こと等を理由として，準用する堪航能力担保義務の規律を強行法規とすべきでは

ないとの意見書（参考資料２７）の提出があり，これに関連して，第１３回会議

では次のような意見があった。 

  ・ 現行法では，内航について，航海傭船も含め，堪航能力担保義務が強行法規

とされる一方，外航について，傭船契約に関し，当事者の交渉力が対等である

ことを理由に強行法規性を及ぼさないとされているが，傭船契約について，内

航と外航とで異なる力関係を想定した整理なのか，疑問である。 

  ・ 堪航能力担保義務を強行法規とする根拠が荷主の保護にあるならば，当事者

の交渉力が対等であることを理由に，強行法規性を及ぼさない方向になると考

えられる。他方で，堪航能力担保義務は安全性に係る義務であり，一種の公序

に関するものであるから，合意により安易に免除してはならないと考えれば，

当事者の交渉力が対等か否かという切り分けは問題があると考えられる。 

⑵ この点について，商法第７３９条が堪航能力担保義務違反に係る免責特約を無

効としたのは，商法制定当時の資料によれば，船舶所有者の過失等に係る免責特

約の無効と同様に，１８８８年のブリュッセル国際商法会議でその旨の議決がさ

れたこと等によるとされている。 

  しかし，その後，１９２４年船荷証券統一条約は，堪航能力担保義務違反に係

る免責特約を無効としつつ，同条約の規定は傭船契約には適用しないと定め，こ

れを受けて，国際海上物品運送法第１６条では，航海傭船に関し，堪航能力担保

義務は強行法規とはされていない。これは，航海傭船の当事者は，海上企業取引

に関する知識を十分に有し，いずれも企業者であるから，法の後見的監督を及ぼ

す必要がなく，当事者自治に委ねる趣旨であると説明されている。 

  そして，現代では，船舶の安全性は，船舶安全法等の公法上の規制によっても

確保されている。また，外航における航海傭船契約の標準書式には，国際海上物
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品運送法第５条所定の堪航能力担保義務と異なる内容の定めがあるものも見られ

るが，これによって，現に安全性を欠く船舶による運送が横行するような状況は

うかがわれない。 

  このような事情等を踏まえると，現代では，堪航能力担保義務に関するあらゆ

る特約を一律に禁止するまでの必要はなく（もとより，その免責特約の程度に応

じ，民法第９０条の公序良俗違反による無効の余地があることは当然である。），

基本的に，航海傭船に関する限り，内航についても，外航と同様に，堪航能力担

保義務を強行法規としないことが考えられるが，どうか。また，傭船契約船荷証

券が発行された場合の船荷証券所持人との関係については，国際海上物品運送法

第１６条ただし書と同様に，免責特約自由の効果を及ぼさないことが考えられる

が，どうか。 

（注）ＧＥＮＣＯＮ書式 

   第２条 船主は，物品の滅失若しくは損傷又は物品の引渡し遅延については，その滅

失，損傷又は遅延が船主又は船舶管理者の側に本船をあらゆる点で航海に堪えるよ

うにし，かつ，適切に本船の配乗を行い，装備をし，需品の供給を確実に行うこと

につき，船主若しくは船舶管理人自身が相当の注意を欠いたことに原因がある場合，

又は船主若しくは船舶管理者自身の行為若しくは義務の不履行に原因がある場合に

のみ，責任を負う。 

２ 海上運送の規律の適用範囲について 

 海上運送の規律の適用範囲（平水区域における運送を含むかどうか。）については，

内航の航海傭船における堪航能力担保義務に係る免責特約の効力を踏まえた上で，

改めて検討するものとされていた。 

  この点について，パブリック・コメントの結果及び第１２回会議では，中間試案

の乙案（平水区域における運送に海上運送の規律を及ぼす考え方）に対する反対意

見として，はしけ運送に関し，新たに商法上の堪航能力担保義務の規律を強行法規

として及ぼすと，特に下請運送を行う小規模なはしけ運送事業者の責任が過大とな

り，円滑な物流に支障が生ずるおそれがあるという懸念があった。 

しかし，上記１のとおり，航海傭船に関して堪航能力担保義務を強行法規としな

い場合には，一般的なはしけ運送につき，上記の懸念は妥当しない。そうすると，

中間試案の乙案を採ることにつき大きな弊害はないようにも考えられるが，どのよ

うに考えるか。 

 

⑷ 船積み及び陸揚げ 

ア 船積期間 

(ｱ) 船積みの準備が完了した場合の傭船者に対する通知（商法第７４

１条第１項）の主体を船長に改めるものとする。 
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(ｲ) 船積期間の起算点及びこれに算入しない期間（商法第７４１条第

２項，第３項）について，日ではなく，時を基準とするものとする。 

イ 陸揚期間 

陸揚期間の起算点及びこれに算入しない期間（商法第７５２条第２

項，第３項）について，日ではなく，時を基準とするものとする。 

 

⑸ 運送賃等 

ア 運送賃 

運送賃の定め方に関する規律（商法第７５５条，第７５６条）を削

除するものとする。 

イ 運送品の競売権 

(ｱ) 商法第７５７条第１項及び第２項の規律に関し，裁判所の許可と

いう要件を削り，次のように改めるものとする。 

運送人は，商法第７５３条第１項に定める金額の支払を受けるた

め，運送品を競売に付することができる。 

(ｲ) 商法第７５７条第３項ただし書のうち，運送品の引渡しの日から

２週間を経過したときは競売権を行使することができない旨の規律

を削除するものとする。 

(ｳ) 運送人が(ｱ)の競売権を行使しないときは運送賃等の請求権を失

う旨の規律（商法第７５８条）を削除するものとする。 

 

⑹ 再運送契約における船舶所有者の責任 

傭船者が更に第三者と再運送契約を締結した場合に船長の職務に属す

る範囲内では船舶所有者だけが再運送契約における債務を履行する責任

を負う旨の規律（商法第７５９条）を削除するものとする。 

 

⑺ 発航前の任意解除権 

ア 商法第７４５条第１項を次のように改めるものとする。 

発航前においては，全部航海傭船契約に係る傭船者は，運送賃及び

滞船料を支払って契約の解除をすることができる。ただし，契約の解

除によって運送人に生ずる損害の額がこれを下回るときは，その損害

を賠償すれば足りる。 

イ 往復航海等の場合の任意解除に関する規律（商法第７４５条第２項，

第７４６条第２項）を削除するものとする。 

ウ 商法第７４５条第４項を次のように改めるものとする。 

全部航海傭船契約に係る傭船者が船積期間内に運送品の船積みをし
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なかったときは，運送人は，当該傭船者が契約の解除をしたものとみ

なすことができる。 

（注）一部航海傭船契約についても，所要の規定を整備するものとする。 

 

○中間試案第２部，第３，２⑺「発航前の任意解除権」 

ア 商法第７４５条第１項を次のように改めるものとする。 

  発航前においては，全部航海傭船契約に係る傭船者は，運送賃及び停泊料

を支払って契約の解除をすることができる。ただし，契約の解除によって運

送人に生ずる損害の額がこれを下回るときは，その損害を賠償すれば足りる。 

イ・ウ （略） 

（説明） 

１ 本文アについて，パブリック・コメントの結果では，中間試案に賛成する意見が

比較的多かったが，次のような意見もあった。 

・ 内航では，商慣習として，詳細な運送契約書が作成されておらず，任意規定の

改正の荷主に対する影響は甚大である。 

・ 全部航海傭船契約が解除された場合には，船舶所有者は当該契約による航海を

行うことができなくなる反面，これに拘束されることもないため，船舶を他の運

送契約に利用することができるから，運送賃の半額を支払うとすることにより，

契約当事者間の利害のバランスが考慮されており，かつ，極めて簡明な処理が指

向されている。 

・ 実際に生ずる損害が明白でないからこそ，現行の規律にデフォルト・ルールと

しての意味がある。運送人の損害の算定は相当に複雑であり，その範囲について

紛争を生じさせるおそれもある。 

２ しかし，航海の多様化している現代において，発航前の任意解除について，任意

規定として，いかなる場合であっても運送賃の半額と定める合理性は乏しい。そし

て，中間試案は，当事者間の公平に配慮しつつ，迅速な判断を可能とするため，定

型的な額としては運送賃の全額及び滞船料の支払を要するとし，他方で，特に傭船

者の利益に配慮して，運送人に生ずる損害の額がこれを下回るときは，その額の支

払で足りるとしているのであり，当事者間の利害のバランスに配慮した規律となっ

ているものと考えられる。 

そこで，パブリック・コメントの結果等を踏まえ，中間試案の実質を維持してい

る。なお，本文アについて，実務上の用語に従い，「停泊料」を「滞船料」に修正す

ることとしている。 
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⑻ 航海傭船契約の法定終了及び法定解除権 

ア 全部航海傭船契約の法定終了事由及びその場合の割合運送賃に関す

る規律（商法第７６０条）を削除するものとする。 

イ 不可抗力による契約目的不達成等の場合における法定解除権及びそ

の場合の割合運送賃に関する規律（商法第７６１条）を削除するもの

とする。 

ウ 全部航海傭船契約に係る運送品の一部について運送の法令違反等の

事由が生じた場合に一定の範囲で他の運送品の船積みをすることがで

きる旨の規律（商法第７６２条）を削除するものとする。 

エ 一部航海傭船契約について一定の事由が生じた場合の法定終了及び

法定解除権に関する規律（商法第７６３条）を削除するものとする。 

 

３ 個品運送 

⑴ 堪航能力担保義務及び免責特約の禁止 

ア 個品運送についても，２⑵の改正を行うものとする。 

イ 商法第７３９条のうち，船舶所有者の過失又は船員その他の使用人

の悪意重過失により生じた損害の賠償責任に係る免責特約を無効とす

る旨の規律を削除するものとする。 

 

○中間試案第２部，第３，３⑴「堪航能力担保義務及び免責特約の禁止」 

個品運送についても，２⑵及び⑶の改正を行うものとする。 

（説明） 

中間試案と同じ内容であるが，航海傭船について，前記第３の２⑶のとおり，中間

試案に修正を加えたことに伴い，本文の表現振りを修正している。 

 

⑵ 船積み及び陸揚げ 

ア 商法第７４９条第１項を次のように改めるものとする。 

運送人は，荷送人から運送品を受け取ったときは，その船積み及び

積付けをしなければならない。 

イ 荷受人が運送品を陸揚げしなければならない旨の規律（商法第７５

２条第４項）を削除するものとする。 

 

⑶ 運送賃等 

ア 運送賃等支払義務に関する商法第７５３条第１項の規定を個品運送

契約に適用するに当たっては，滞船料に係る部分を適用しないものと
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する。 

イ 個品運送についても，２⑸の改正を行うものとする。 

 

⑷ 発航前の任意解除権 

個品運送における発航前の任意解除に関する規律（商法第７５０条，

第７４８条，第７４５条第１項）を次のように改めるものとする。 

ア 発航前においては，荷送人は，他の荷送人及び傭船者の同意を得た

ときは，運送賃を支払って契約の解除をすることができる。ただし，

契約の解除によって運送人に生ずる損害の額がこれを下回るときは，

その損害を賠償すれば足りる。 

イ 発航前において，他の荷送人及び傭船者の同意がない場合であって

も，運送品の船積みをしていないときは，荷送人は，運送賃（運送人

がその運送品に代わる他の運送品について運送賃を得た場合にあって

は，当該運送賃の額を控除した額）を支払って契約の解除をすること

ができる。ただし，契約の解除によって運送人に生ずる損害の額がこ

れを下回るときは，その損害を賠償すれば足りる。 

 

⑸ 個品運送契約の法定終了及び法定解除権 

個品運送契約について一定の事由が生じた場合の法定終了及び法定解

除権に関する規律（商法第７６３条）を削除するものとする。 

４ 船荷証券等 

⑴ 船荷証券の交付義務 

商法第７６７条及び第７６８条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 運送人又は船長は，荷送人又は傭船者の請求により，運送品の船積

み後遅滞なく，船積みがあった旨を記載した船荷証券（以下「船積船

荷証券」という。）の一通又は数通を交付しなければならない。運送

品の船積み前においても，その受取後は，荷送人又は傭船者の請求に

より，受取があった旨を記載した船荷証券（以下「受取船荷証券」と

いう。）の一通又は数通を交付しなければならない。 

イ 受取船荷証券が交付された場合には，受取船荷証券の全部と引換え

でなければ，船積船荷証券の交付を請求することができない。 

ウ ア及びイの規定は，運送品について既に海上運送状を交付している

ときは，適用しない。 

（注）⑴から⑹までの改正に伴い，国際海上物品運送法第６条から第１

０条までを削除し，同法第１条の物品運送に係る船荷証券について
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も商法中の船荷証券に関する規定を適用するものとする。 

（説明） 

 中間試案では，本文ア及びイの提案をしていたが，新たに本文ウの提案をするもの

である。これは，同一の運送品につき船荷証券と海上運送状とが同時に流通すると，

無用の混乱を招き，船荷証券及び海上運送状に対する信頼が失われることから，この

ような事態を防止するための規律である。 

 

⑵ 船荷証券の作成 

商法第７６９条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 船荷証券には，次に掲げる事項（受取船荷証券にあっては，(ｷ)及

び(ｸ)の事項を除く。）を記載し，運送人又は船長がこれに署名し，又

は記名押印しなければならない。 

(ｱ) 運送品の種類 

(ｲ) 運送品の容積若しくは重量又は包若しくは個品の数及び運送品の

記号 

(ｳ) 外部から認められる運送品の状態 

(ｴ) 荷送人又は傭船者の氏名又は名称 

(ｵ) 荷受人の氏名又は名称 

(ｶ) 運送人の氏名又は名称 

(ｷ) 船舶の名称 

(ｸ) 船積港及び船積みの年月日 

(ｹ) 陸揚港 

(ｺ) 運送賃 

(ｻ) 数通の船荷証券を作成したときは，その数 

(ｼ) 作成地及び作成の年月日 

イ 受取船荷証券と引換えに船積船荷証券の交付の請求があったときは，

その受取船荷証券に船積みがあった旨を記載し，かつ，署名し，又は

記名押印して，船積船荷証券の作成に代えることができる。この場合

には，ア(ｷ)及び(ｸ)の事項をも記載しなければならない。 

 

⑶ 船荷証券の謄本の交付義務 

商法第７７０条を削除するものとする。 

 

⑷ 船荷証券を発行する場合の荷送人の通告等 

船荷証券を発行する場合の荷送人の通告等に関し，次のような規律を

設けるものとする。 
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ア ⑵ア(ｱ)及び(ｲ)の事項は，その事項につき荷送人又は傭船者の書面

又は電磁的方法による通知があったときは，その通知に従って記載し

なければならない。 

イ アのほか，国際海上物品運送法第８条第２項及び第３項と同様の規

律を設ける。 

 

⑸ 船荷証券の文言証券性 

船荷証券の文言証券性に関する規律（商法第７７６条，第５７２条）

を次のように改めるものとする。 

運送人は，船荷証券の記載が事実と異なることをもって善意の船荷証

券所持人に対抗することができない。 

 

⑹ 船荷証券を数通発行した場合の取扱い 

二人以上の船荷証券所持人が運送品の引渡しを請求した場合等におけ

る運送品の義務供託に関する規律（商法第７７３条）を権利供託に関す

る規律に改めるものとする。 

 

⑺ 複合運送証券 

複合運送証券について，次のような規律を設けるものとする。 

ア 運送人は，陸上運送及び海上運送を一の契約で引き受けたときは，

荷送人の請求により，運送品の受取後又は船積み後遅滞なく，受取又

は船積みがあった旨を記載した複合運送証券の一通又は数通を交付し

なければならない。 

イ 船荷証券に関する規定は，複合運送証券について準用する。この場

合において，⑵アの規定中「次に掲げる事項」とあるのは，「発送地

及び到達地並びに次に掲げる事項」と読み替えるものとする。 

 

○中間試案第２部，第３，４⑺「複合運送証券」 

複合運送証券について，次のような規律を設けるものとする。 

ア 運送人は，陸上運送及び海上運送を一の契約で引き受けたときは，荷送人

の請求により，運送品の受取後遅滞なく，複合運送証券の一通又は数通を交

付しなければならない。 

イ （略） 

（説明） 

 本文アについて，実務において用いられている複合運送証券のうち，特に最初の運
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送が海上運送である複合運送について交付されるものは，受取船荷証券だけでなく，

船積船荷証券とされることもあるため，このような実務に沿う内容の提案をするもの

である。 

５ 海上運送状 

海上運送状について，次のような規律を設けるものとする。 

⑴ 運送人又は船長は，荷送人又は傭船者の請求があるときは，運送品の

受取後又は船積み後遅滞なく，受取又は船積みがあった旨を記載した海

上運送状を交付しなければならない。ただし，当該運送品について既に

船荷証券を交付しているときは，この限りでない。 

⑵ 海上運送状には，船荷証券の記載事項（４⑵ア参照）と同様の事項を

記載しなければならない。 

⑶ 運送人又は船長は，海上運送状の交付に代えて，荷送人又は傭船者の

承諾を得て，海上運送状に記載すべき事項を電磁的方法により提供する

ことができる。 

（注）５の規律の新設に伴い，国際海上物品運送法第１３条第３項の規律

を次のように改めるものとする。 

運送品がコンテナー等を用いて運送される場合における運送人の責

任の限度額に関する規定の適用については，その運送品の包若しくは

個品の数又は容積若しくは重量が船荷証券又は海上運送状に記載され

ているときを除き，コンテナー等の数を包又は単位の数とみなす。 

（説明） 

中間試案では，本文⑴から⑶までの提案をしていたが，新たに注記の提案をするも

のである。 

国際海上物品運送法第１３条第３項は，運送品がコンテナー等を用いて運送される

場合における運送人の責任の限度額に関する規定の適用について，コンテナー等の中

の運送品（中品）の数等が船荷証券に記載されているときを除き，コンテナー等の数

を同条第１項所定の包の数等とみなしている。通常，中品の数よりコンテナー等の数

の方が少ないので，船荷証券に記載がないために同条第３項の適用がある場合には，

運送人の責任の限度額は低額となる。 

この点について，中間試案では，船荷証券の代わりに運送契約の内容を証するもの

として海上運送状に関する規律を設けることを提案しているところ，海上運送状を交

付した場合に国際海上物品運送法第１３条第３項を形式的に適用すると，船荷証券が

発行されていないため，中品の数ではなく，コンテナー等の数が同条第１項所定の包

の数等と擬制され，その結果，船荷証券と同様に海上運送状に中品の数が記載されて

いるにもかかわらず，運送人の責任の限度額が低額となる可能性がある。しかし，こ
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のような結果は妥当でなく，海上運送状に中品の数の記載があるときは，同条第３項

のみなし規定によらず，中品の数の立証を許すことが相当である。 

そこで，海上運送状に中品の数等が記載されたときも，国際海上物品運送法第１３

条第３項は適用されないこととすべきであることを踏まえて，本文に注記を付するこ

ととしている。 

（注）ドイツ商法第５０４条第１項及び韓国商法第７９７条第３項も，本文の注記と同様の

規律を有している。 

第５ 共同海損 

１ 共同海損の成立等 

⑴ 共同海損の成立及び共同海損となるべき損害又は費用 

商法第７８８条第１項及び第７９４条第１項の規律を次のように改め

るものとする。 

ア 船舶及び積荷その他の船舶上の財産（以下「積荷等」という。）に

対する共同の危険を避けるために船舶又は積荷等の処分がされた場合

において，当該処分後に船舶又は積荷等が残存するときは，共同海損

の分担をしなければならない。 

イ アの処分（以下「共同危険回避処分」という。）により生じた損害

及び費用は，共同海損とする。 

ウ イに規定する損害の額は，次に掲げる区分に応じ，それぞれに定め

る額によって算定する。ただし，積荷及び運送賃については，これら

の規定により算定される額から積荷の滅失又は損傷のために支払うこ

とを要しなくなった一切の費用を控除しなければならない。 

(ｱ) 船舶 到達の地及び時における船舶の価額 

(ｲ) 積荷 陸揚げの地及び時における積荷の価額 

(ｳ) 積荷以外の船舶上の財産 到達の地及び時における当該財産の価

額 

(ｴ) 運送賃 共同危険回避処分により請求することができなくなった

運送賃の額 

（注）(ｴ)の規律の新設に伴い，商法第７６４条第３号を削除するも

のとする。 

 

⑵ 特別な場合の取扱い 

ア 商法第７９５条第１項及び第３項の規律を次のように改めるものと

する。 

⑴にかかわらず，船荷証券その他積荷の価額を評定するに足りる書
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類（以下「価額評定書類」という。）に積荷の実価より低い価額を記

載したときは，その積荷に加えた損害の額は，価額評定書類に記載さ

れた価額によって定める。積荷の価額に影響を及ぼす事項につき価額

評定書類に虚偽の記載をした場合（これにより積荷の実価より低い価

額を評定すべき場合に限る。）も，同様とする。 

イ 商法第７９３条第１項及び第２項並びに第７９４条第２項の規律を

次のように改めるものとする。 

⑴にかかわらず，次に掲げる損害及び費用は，利害関係人が分担す

ることを要しない。 

(ｱ) 次に掲げる物に加えた損害 

ａ 船舶所有者に無断で船積みがされた積荷 

ｂ 船積みに際して故意に虚偽の申告がされた積荷 

ｃ 高価品である積荷（荷送人又は傭船者が運送を委託するに当た

りその種類及び価額を通知していないものに限る。） 

ｄ 甲板積みの積荷。ただし，商慣習に従って甲板積みがされた場

合を除く。 

ｅ 属具目録に記載がない属具 

(ｲ) 第７の５により船舶所有者が負担する特別補償に係る費用 

ウ 商法第７９２条ただし書を削除するものとする。 

２ 共同海損の分担 

⑴ 共同海損の分担額 

商法第７８９条及び第７９０条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 共同海損は，次に掲げる者がそれぞれに定める額の割合に応じて分

担する。 

(ｱ) 船舶の利害関係人 到達の地及び時における船舶の価額 

(ｲ) 積荷の利害関係人 ａに掲げる額からｂに掲げる額を控除した額 

ａ 陸揚げの地及び時における積荷の価額 

ｂ 共同危険回避処分の時に積荷の全部が滅失したとした場合に当

該積荷の利害関係人が支払うことを要しないこととなる運送賃そ

の他の費用の額 

(ｳ) 積荷以外の船舶上の財産（船舶に備え付けた武器を除く。）の利

害関係人 到達の地及び時における当該財産の価額 

(ｴ) 運送人 ａに掲げる額からｂに掲げる額を控除した額 

ａ (ｲ)ｂに規定する運送賃のうち，陸揚げの地及び時において現

に存する債権の額 
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ｂ 航海の費用その他の費用（１⑴イに規定する費用に該当するも

のを除く。）のうち，共同危険回避処分の時に船舶及び積荷の全

部が滅失したとした場合に運送人が支払うことを要しないことと

なる額 

イ ア(ｱ)から(ｳ)までに定める財産の額については，共同危険回避処分

の後，到達又は陸揚げ前に当該財産について修繕費その他の費用を支

出した場合にあっては，当該費用（１⑴イに規定する費用に該当する

ものを除く。）を控除しなければならない。 

ウ アに掲げる者が共同危険回避処分により損害を受けたときは，アに

定める額は，その損害の額を加算した額とする。 

 

⑵ 特別な場合の取扱い 

ア 商法第７９５条第２項及び第３項の規律を次のように改めるものと

する。 

⑴にかかわらず，価額評定書類に積荷の実価を超える価額を記載し

たときは，その積荷の利害関係人は，当該価額評定書類に記載された

価額に応じて共同海損を分担する。積荷の価額に影響を及ぼす事項に

つき価額評定書類に虚偽の記載をした場合（これにより積荷の実価を

超える価額を評定すべき場合に限る。）も，同様とする。 

イ 商法第７９２条本文の規律を次のように改めるものとする。 

⑴にかかわらず，旅客及び船員は，共同海損を分担しない。 

ウ 商法第７９３条第３項を削除するものとする。 

３ その他 

⑴ 共同危険回避処分に係る船舶等が回復した場合に関する規律（商法第

７９６条）を削除するものとする。 

⑵ 準共同海損に関する規律（商法第７９９条）を削除するものとする。 

第６ 船舶の衝突 

１ 船舶所有者間の責任の分担 

商法第７９７条を次のように改めるものとする。 

二以上の船舶が衝突した場合において，当該二以上の船舶につきその船

舶所有者又は船員に過失があるときは，裁判所は，これらの過失の軽重を

考慮して，その衝突により生じた損害についての責任及びその額を定める。

この場合において，当該二以上の船舶につき過失の軽重を定めることがで

きないときは，各船舶所有者が等しい割合でこれを負担する。 
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２ 消滅時効 

商法第７９８条第１項のうち，船舶の衝突によって生じた債権の消滅時

効に関する規律を次のように改めるものとする。 

船舶の衝突を原因とする不法行為による損害賠償の請求権（財産権の侵

害によるものに限る。）は，事故発生の日から２年間行使しないときは，

時効によって消滅する。 

 

３ 規律の適用範囲 

船舶の衝突に関する規定は，次に掲げる場合について準用するものとす

る。 

⑴ 船舶の準衝突の場合（船舶の衝突が発生しなかった場合において，航

行若しくは船舶の取扱いに関する行為又は船舶に関する法令に違反する

行為により他の船舶又はその船舶内に在る者若しくは財産に損害を加え

たとき） 

⑵ 商法第６８４条に規定する船舶と湖，川，港湾その他の平水区域を航

行区域とする船舶（商行為をする目的で航行の用に供する船舶に限り，

端舟その他ろかいのみをもって運転し，又は主としてろかいをもって運

転する舟を除く。）とが衝突し，又は準衝突を生じさせた場合 

 

○中間試案第２部，第６，２「一定の財産の損害賠償責任」 

二以上の船舶が過失により衝突した場合における一定の財産の損害賠償責任

に関し，次のいずれかの案によるものとする。 

【甲案】商法には特段の規定を設けないものとする。 

【乙案】１の前段に規定する場合において，船舶，積荷又は船舶内に在る者の

財産に損害が生じたときは，民法第７１９条第１項の規定にかかわらず，

各船舶所有者は，その負担部分についてのみ当該損害を賠償する責任を負

うものとする。 

（説明） 

１ 一定の財産の損害賠償責任について 

中間試案では，両案併記とされており，議論の経緯及びパブリック・コメントの

結果は，部会資料１５の５頁のとおりであった。そして，これらを踏まえた第１３

回会議では，甲案を支持する意見が複数見られた一方，乙案を支持する意見は見ら

れなかった。 

このような経緯などを踏まえ，乙案については取り上げないこととした。 
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２ 消滅時効について 

⑴ パブリック・コメントの結果を概観すると，中間試案を支持する意見が多数寄

せられた。これに対しては，中間試案の消滅時効の起算点に関し，加害船舶がい

わゆる当て逃げをした場合であっても，事故発生の日から２年で消滅時効が完成

することになり，当て逃げを助長することになりかねない等の反対意見が一部見

られた。 

⑵ 近年の当て逃げ事案の件数，その後の捜査等により加害船が判明する割合，そ

の判明に要する期間等について可能な範囲で調査をしたところ，商船が被害者と

なるケースについて，ある大手保険会社の取扱事案によれば，直近数年間で数件

程度，加害船が判明する割合は高く，その判明に要する期間は基本的には数日以

内とのことであった。また，漁船が被害者となるケースについては，主要な団体

の取扱事案によれば，年間２０件程度（衝突事故の総数は年間約９００件程度），

加害船が判明する割合及びその判明に要する期間は不明であるが，近時，科学技

術の進歩もあって加害船が判明する確率は向上しているようであった。 

⑶ 商法第７９８条第１項は，船舶の衝突によって生じた債権につき，１年の短期

消滅時効を定め，判例は，その起算点を「被害者が損害及び加害者を知った時」

としている。これに対し，衝突条約第７条第１項は，多数の利害関係人との間で

権利関係を早期に画一的に確定させる等の趣旨から，事故発生の日から２年の経

過による時効消滅を定めている。また，ドイツ，フランス，韓国及び中国では，

衝突条約と同様の規律を定めている。 

この点につき，少なくとも船舶の衝突による財産権の侵害に関しては，衝突条

約の上記趣旨が妥当するといえる。そして，商法の時効期間を１年から２年に伸

長する場合には，時効の起算点を事故発生の日としたとしても，被害者が損害賠

償請求に及ぶことを期待し得ない間に時効期間が満了するおそれは軽減するとい

え，上記⑵の事情の下で，少なくとも当て逃げを助長するものとはいえないよう

に思われる。 

そこで，パブリック・コメントの結果等を踏まえ，中間試案を維持することと

している。 

第７ 海難救助 

１ 任意救助及び契約救助 

商法第８００条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 船舶の衝突，乗揚げ，機関の故障その他の海難により船舶又は積荷等

の全部又は一部が滅失し，又は損傷するおそれが生じた場合において，

その救助により有益な結果が生じたときは，救助をした者は，次に掲げ

る区分に応じ，その結果に対してそれぞれに定める救助料を請求するこ
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とができる。 

ア 義務なく救助をした場合（任意救助） 相当の救助料 

イ 契約に基づき救助をした場合（契約救助） 当該契約に定める救助

料 

⑵ 船舶所有者及び船長は，積荷等の所有者に代わって⑴イの契約を締結

する権限を有する。 

２ 救助料の額 

⑴ 救助料につき特約がない場合において，その額につき争いがあるとき

における救助料の額の決定に際して裁判所が考慮すべき事情（商法第８

０１条）に，海洋の汚染による障害の防止又は軽減のための措置の内容

を加えるものとする。 

⑵ 商法第８０３条第１項の規律を次のように改めるものとする。 

救助料の額は，特約がないときは，救助された物の価額（救助された

積荷の運送賃の額を含む。）の総額を超えることができない。 

⑶ 救助料の額は救助された財産の価額から先順位の先取特権者の債権額

を控除した額を超えることができない旨の規律（商法第８０３条第２項）

を削除するものとする。 

⑷ 商法第８０９条のうち，過失によって海難を発生させた場合及び救助

した物品を隠匿し又はみだりに処分した場合に係る規律を削除するもの

とする。 

（説明） 

 本文⑴について，中間試案では，海洋環境の保全に係る特別補償の請求権等（中間

試案５⑷）の項目で記載していたが，これを上記の項目で記載する旨の提案をしてい

る。商法第８０１条の救助料については，海難に遭遇した船舶又は積荷等のうち少な

くともいずれかの救助を要件としており，海難に遭遇した船舶の救助を要件とする特

別補償とは前提が異なるところ，１９８９年の海難救助条約では，前者の救助料の額

の決定に関する考慮基準として，「環境損害を防止し，又は軽減するための救助者の技

能及び努力」を掲げていることを踏まえ，上記のとおり，記載の場所に関する修正を

するものである。 

本文⑵から⑷までについては，中間試案からの変更はない。 

３ 債権者間における救助料の割合 

商法第８０５条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 救助に従事した船舶に係る救助料については，その３分の２を船舶所

有者に支払い，その３分の１を船員に支払わなければならない。 
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⑵ ⑴の救助料の割合が著しく不相当であるときは，船舶所有者又は船員

の一方は，他の一方に対し，その増減を請求することができる。この場

合においては，商法第８０１条の規定を準用する。 

⑶ ⑴に反する特約で，船員に不利なものは，無効とする。 

⑷ 各船員に支払うべき救助料の割合の決定は，船舶所有者が行う。この

場合においては，商法第８０４条の規定を準用する。 

⑸ ⑴から⑷までの規定は，救助を行うことを業とする者については，適

用しない。 

（注）⑷の改正に伴い，商法第８０６条から第８０８条までの規定中「船

長」を「船舶所有者」に，「海員」を「船員」に改めるものとする。 

４ 船長の法定代理権及び法定訴訟担当 

⑴ 商法第８１１条第１項及び第２項本文の規律を次のように改めるもの

とする。 

ア 任意救助の場合には，救助された船舶の船長は，救助料の債務者に

代わって，その支払に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権

限を有する。 

イ 任意救助の場合には，救助された船舶の船長は，救助料に関し，救

助料の債務者のために，原告又は被告となることができる。 

ウ ア及びイの規定は，救助に従事した船舶の船長について準用する。

この場合において，これらの規定中「債務者」とあるのは，「債権者

（当該船舶の船舶所有者及び海員に限る。）」と読み替えるものとする。 

⑵ 商法第８１１条第２項ただし書を削除するものとする。 

５ 海洋環境の保全に係る特別補償の請求権等 

救助者が海洋汚染をもたらす船舶の救助をした場合について，次に掲げ

る規律を設けるものとする。 

⑴ 船舶の衝突，乗揚げ，機関の故障その他の海難により船舶又は積荷等

の全部又は一部が滅失し，又は損傷するおそれが生じ，かつ，本邦又は

外国の沿岸海域において，当該船舶からの物の排出により，又はその沈

没若しくは乗揚げに起因して海洋が汚染され，又は汚染されるおそれが

あり，当該汚染が人の健康を害し，若しくは海洋環境の保全に著しい障

害を及ぼし，又はこれらの障害を及ぼすおそれがある場合において，当

該船舶の救助をしたときは，その者は，特約があるときを除き，船舶所

有者に対し，アに掲げる額からイに掲げる額を控除した額の支払を請求

することができる。 
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ア 当該船舶又は積荷等の救助（救助に際して行った当該障害の防止又

は軽減のための措置を含む。）に要した費用（合理的に必要と認めら

れるものに限る。）に相当する額 

イ 救助料の額 

⑵ ⑴アの救助により当該障害を防止し，又は軽減した場合における⑴ア

の適用については，⑴アの規定中「に相当する額」とあるのは，「に１

００分の１３０（特別の事情がある場合にあっては，２００）を乗じて

得た額の範囲内で裁判所が定める額」とする。この場合においては，商

法第８０１条の規定を準用する。 

⑶ 救助をした者の過失によって当該障害を防止し，又は軽減することが

できなかったときは，裁判所は，これを考慮して，⑴アの額を定めるこ

とができる。 

（説明） 

 中間試案では，本文⑵の前段の提案をしていたが，新たに後段を加える旨の提案を

するものである。これは，パブリック・コメントの結果において，裁判所が特別補償

を増額する場合の考慮要素を例示すべきであるとの意見があったこと等を踏まえたも

のである。 

６ 消滅時効 

商法第８１４条の規律を次のように改めるものとする。 

救助料及び５の特別補償の請求権は，救助の作業が終了した日から２年

間行使しないときは，時効によって消滅する。 

７ 規律の適用範囲 

海難救助に関する規定は，湖，川，港湾その他の平水区域を航行区域と

する船舶（商行為をする目的で航行の用に供する船舶に限り，端舟その他

ろかいのみをもって運転し，又は主としてろかいをもって運転する舟を除

く。）又は積荷等の救助について準用するものとする。 

第８ 海上保険 

１ 保険者が塡補すべき損害 

商法第８１７条本文の規律を次のように改めるものとする。 

保険者は，海難救助又は共同海損のため被保険者が負担すべき金額を塡

補する責任を負う。 
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２ 告知義務 

海上保険の保険契約者になる者等の告知義務について，次のような規律

を設けるものとする。 

⑴ 保険契約者又は被保険者になる者は，保険法第４条の規定にかかわら

ず，海上保険契約の締結に際し，危険に関する重要な事項について，事

実の告知をしなければならない。 

⑵ 保険契約者又は被保険者が故意又は重大な過失により⑴の事実の告知

をせず，又は不実の告知をしたときは，保険者は，海上保険契約を解除

することができる。この場合においては，保険法第２８条第２項第１号

及び第４項並びに第３１条第２項第１号の規定を準用する。 

３ 希望利益保険 

積荷の到達によって得られる利益又は報酬の保険の保険価額に関する規

律（商法第８２０条）を削除するものとする。 

４ 保険期間 

海上保険の法定保険期間に関する規律（商法第８２１条，第８２２条）

を削除するものとする。 

５ 海上保険証券 

商法第８２３条の規律を次のように改めるものとする。 

保険者が海上保険契約を締結した場合には，保険法第６条第１項に規定

する書面には，同項各号に掲げる事項のほか，次に掲げる区分に応じ，そ

れぞれに定める事項を記載しなければならない。 

⑴ 船舶保険契約を締結した場合 船舶の名称，国籍，種類，船質，総ト

ン数，建造の年及び航行区域（一の航海について船舶保険契約を締結し

た場合にあっては，発航港及び到達港（寄航港の定めがあるときは，そ

の港を含む。））並びに船舶所有者の氏名又は名称 

⑵ 貨物保険契約を締結した場合 船舶の名称並びに貨物の発送地，船積

港，陸揚港及び到達地 

６ 危険の変更 

船長の変更は保険契約の効力に影響を及ぼさない旨の規律（商法第８２

６条）を削除するものとする。 
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７ 予定保険 

貨物保険の予定保険に関する商法第８２８条の規律を次のように改める

ものとする。 

⑴ 貨物保険契約において，保険期間，保険金額，保険の目的物，約定保

険価額，保険料，船舶の名称又は貨物の発送地，船積港，陸揚港若しく

は到達地につきその決定の方法を定めた場合には，保険法第６条第１項

に規定する書面には，その事項を記載することを要しない。 

⑵ 保険契約者又は被保険者は，⑴の事項が確定したことを知ったときは，

遅滞なく，保険者に対し，当該事項の通知を発しなければならない。 

⑶ 保険契約者又は被保険者が故意又は重大な過失によって遅滞なく⑵の

通知をしなかったときは，貨物保険契約は，その効力を失う。 

８ 保険者の免責 

⑴ 商法第８２９条の規律を次のように改めるものとする。 

保険者は，次に掲げる損害を塡補する責任を負わない。 

ア 保険の目的物の性質若しくは瑕疵又はその通常の損耗によって生じ

た損害 

イ 保険契約者又は被保険者の故意又は重大な過失（責任保険契約にあ

っては，故意に限る。）によって生じた損害 

ウ 戦争その他の変乱によって生じた損害 

エ 船舶保険契約にあっては，堪航能力担保義務に反したことによって

生じた損害 

オ 貨物保険契約にあっては，貨物の荷造りの不完全によって生じた損

害 

⑵ 少額損害等の免責に関する規律（商法第８３０条）を削除するものと

する。 

９ 塡補の範囲等 

⑴ 貨物の損傷の場合における塡補額の計算方法に関する規律（商法第８

３１条）を次のように改めるものとする。 

保険の目的物である貨物が損傷して陸揚港に到達したときは，保険者

は，アに掲げる額のイに掲げる額に対する割合を保険価額（約定保険価

額があるときは，当該約定保険価額）に乗じて得た額を塡補する責任を

負う。 

ア 当該貨物に損傷がなかったとした場合の当該貨物の価額から当該損

傷した貨物の価額を控除した額 
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イ 当該貨物に損傷がなかったとした場合の当該貨物の価額 

⑵ 航海の途中に不可抗力により保険の目的物である貨物を売却した場合

において買主が代価を支払わないときは保険者がその支払義務を負う旨

の規律（商法第８３２条第２項）を削除するものとする。 

10 委付 

保険委付に関する規律（商法第８３３条から第８４１条まで）を削除す

るものとする。 

第９ 船舶先取特権及び船舶抵当権等 

１ 船舶先取特権を生ずる債権の範囲 

⑴ 商法第８４２条第１号（競売費用及び競売手続開始後の保存費の船舶

先取特権）を削除するものとする。 

⑵ 商法第８４２条第２号（最後の港における保存費等の船舶先取特権）

を削除するものとする。 

⑶ 商法第８４２条第７号（船員の雇用契約債権の船舶先取特権）の被担

保債権の範囲 

【Ｐ】 

⑷ 商法第８４２条第８号（船舶がその売買又は製造後に航海をしていな

い場合におけるその売買又は製造及び艤装によって生じた債権並びに最

後の航海のための艤装，食料及び燃料に関する債権の船舶先取特権）を

削除するものとする。 

⑸ 商法第８４２条の船舶先取特権に，船舶の運航に直接関連して生ずる

人の生命又は身体の侵害による損害に基づく債権を加えるものとする。 

（注）この改正に伴い，船舶の所有者等の責任の制限に関する法律（以

下「船主責任制限法」という。）第９５条第１項の船舶先取特権の

被担保債権の範囲から，同法第２条第５号に規定する人の損害に関

する債権を削除するものとする。 

⑹ 国際海上物品運送法第１９条（再運送契約に基づく損害賠償請求権の

船舶先取特権）を削除するものとする。 

 

○中間試案第２部，第９，１⑶ 

商法第８４２条第７号（船員の雇用契約債権の船舶先取特権）の被担保債権

の範囲について，次のいずれかの案によるものとする。 

【甲案】雇用契約によって生じた船長その他の船員の債権 
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【乙案】雇用契約によって生じた船長その他の船員の債権であって，当該船舶

への乗組みに関して生じたもの 

（説明） 

１ 商法第８４２条第７号（船員の雇用契約債権の船舶先取特権）の被担保債権の範

囲について，これまで，部会では，方向性の異なる意見書（参考資料１９，２０）

の提出や，ヒアリングの実施も含め，様々な意見をもとに審議が行われてきた。 

中間試案では両案併記とされていたところ，パブリック・コメントの結果におい

て，商法学者は意見が分かれ，労働関係団体には，甲案を支持する意見が見られた。

弁護士会や金融関係団体には，乙案を支持する意見が見られた。 

 ⑴ 甲案を支持する理由は，多岐にわたるが，次のような点がある。 

  ・ 労働者の未払賃金・退職金の確保は重要な社会的課題であるところ，現代で

も，船員の労働環境は，休日のない長期間の拘束や危険を伴うものであり，労

働基準法の労働時間法制の枠外にある過酷なものである。これを考慮すると，

船員の雇用契約債権について，民法の雇用関係の一般先取特権と異なる特別の

保護を与える合理性がある。 

  ・ 商法第８４２条第７号の趣旨について，従来，船員の労務による船舶価値の

維持という点は強調されてこなかった。 

・ 民法の雇用関係の一般先取特権については，平成１５年改正により適用対象

が大幅に拡張されており，その経緯等に照らすと，船員の雇用契約債権の保護

範囲を制限する方向の検討はすべきでない。 

  ・ 商法制定当時の法的価値判断は，苛酷な長期人身拘束を伴う海上労働により

生じた船員の雇用契約債権の回収について，船舶所有者の投下資本の回収や船

舶抵当権者の貸金債権の回収より優先させることが社会正義にかなうというも

のであり，現在でもこれを変更する必要はない。 

  ・ 本論点は，船員と独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「鉄

道運輸機構」という。）との間で争われることがほとんどであり，船員の雇用契

約債権の船舶先取特権が一般の金融機関による船舶金融を害している実態には

ない。 

  ・ 鉄道運輸機構が運営する船舶共有建造制度に関して，安易な融資を行った結

果を，船員の雇用契約債権の保護を低下させることにより解消するのは適切で

ない。 

  ・ 船舶所有者の資金調達コストが運送賃という形で全国民に転嫁されるとして

も，これにより労働者を保護することにも一定の合理性はあるところ，現時点

で，船舶金融の円滑化を優先する必要性が高いのかは明らかでない。 

  ・ 商法第８４２条第７号の趣旨については，船員の賃金確保という社会政策的
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目的があるところ，現時点で，政策判断の前提となる船員労働に関する立法事

実がどこまで変化しているかを的確に把握するのは容易でないし，また，同号

の債権の範囲について，下級審の裁判例は少なく，結論も分かれているため，

特定の方向性を定めることが困難である。 

  ・ 乙案を採ると，同じ船員でありながら，雇用契約債権の回収について，船舶

を優先的な引当てとして期待できる者と，債務者の総財産の劣後的な引当てし

か期待できない者とに分かれ，とりわけ，債務者の財産がほぼ船舶に限られる

事例においては，船員の平等な保護を達し得ないおそれを生ずる。 

・ 我が国のように船員を長期雇用するという制度の下においては，退職金や予

備船員の時代の賃金は，支払が繰り延べされた賃金にすぎないのであって，通

常の賃金と同様に保護されるべきである。 

・ 例えば，船齢が５年弱の船舶に対し，最長で３３年超に相当する退職金債権

が被担保債権として主張された事例についても，退職金は支払が繰り延べされ

た賃金であって，過去に生じた賃金債権について，いわばリプレイスされた現

在の船舶に船舶先取特権が及ぶのは，特に不自然ではない。 

⑵ 乙案を支持する理由も，多岐にわたるが，次のような点がある。 

・ 一般に，船舶先取特権の被担保債権は，特定の船舶との間に牽連性が認めら

れる債権であり，牽連性が認められない債権は，船舶先取特権によって保護す

べき実質的理由に欠ける。 

・ 商法第８４２条第７号の趣旨は，船員の労務により船舶の価値が維持され，

債権者の共同の利益になるという点にもあり，同号の船舶先取特権の被担保債

権は，船員の労務により船舶の価値が維持された部分に限るべきである。 

・ 船員の雇用契約債権の船舶先取特権は，諸外国における船員の雇用形態とし

て現在も支配的な特定の船舶への雇入れの制度を前提とするものであり，我が

国のように特定の船舶からの下船後も雇用契約が継続する雇用形態を前提とし

ていない。 

・ 商法制定当時は，船員の雇用契約債権の額が少額で，支払も不確実であった

とうかがわれるが，現在，被担保債権に退職金債権を含むとすると大きく状況

は異なり，船舶抵当権に著しい不利益を及ぼしかねない。 

・ 船員にのみ特別の保護が与えられる理由は，船舶への乗組みという陸上労働

者と異なる特殊な危険にさらされている点に求めるべきである。現代では，他

の交通機関の従業員と異なり，船員のみが社会政策的見地から手厚く保護され

る合理性はない。 

・ 船員の雇用契約債権の船舶先取特権を広く認めると，鉄道運輸機構が運営す

る船舶共有建造制度に多大な影響を及ぼしかねず，中小内航事業者や離島航路

事業者の船舶建造が困難となったり，その事業継続に大きな支障が生ずる。こ
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れにより，地域経済に甚大な影響を与えるのみならず，老朽船舶の代替建造に

支障を来し，ひいては国内物流の根幹を担う内航海運の存続をも危うくし，我

が国経済に深刻な影響をもたらすことにもなりかねない。 

・ 昭和５２年の二つの控訴審判決は，船舶先取特権を有する船員に予備船員を

含まない点では共通しており，船員の雇用契約債権の範囲を無限定とはしてい

ない。 

・ 船舶先取特権に関する国際条約でも，船員の雇用契約債権の船舶先取特権に

ついて，「employment on the vessel」との限定がされている。 

・ 船員労働の過酷さは賃金に反映されている部分もあり得るから，船舶先取特

権によって保護するのが適切な方法かは疑問である。 

２ 上記の二つの考え方については，全体として，いずれにも相応の合理性があると

いい得るようにも思われる。 

そして，これまで指摘されてきたとおり，船員の雇用契約債権の船舶先取特権の

被担保債権の範囲については，最高裁の判断はなく，昭和５２年に異なる方向性の

二つの控訴審の判断がされ，更に異なる内容の第一審の判断もあるが，いずれにせ

よ，公刊された裁判例自体が少ない状況にある。 

  このような中では，今回の改正作業において特定の方向性を定めることは困難で

あり，今後の裁判実務や解釈論の動向を注視していくとすることも選択肢の一つと

考えられるが，どのように考えるか。 

２ 船舶先取特権を生ずる債権の順位 

 船舶先取特権を生ずる債権の順位に関する規律（商法第８４２条，船主

責任制限法第９５条第２項）を次のように改めるものとする。 

第１順位 船舶の運航に直接関連して生ずる人の生命又は身体の侵害に

よる損害に基づく債権（１⑸参照） 

第２順位 救助料に係る債権，共同海損のため船舶が負担すべき金額に

係る債権（商法第８４２条第５号） 

第３順位 航海に関し船舶に課された諸税に係る債権，水先料又は曳船

料に係る債権（商法第８４２条第３号，第４号） 

第４順位 航海継続の必要によって生じた債権（商法第８４２条第６号） 

第５順位 船主責任制限法第２条第６号に規定する物の損害に関する債

権（同法第９５条第１項） 

 

○中間試案第２部，第９，２，⑵ 

 船舶先取特権と船舶抵当権との優劣（商法第８４９条，船主責任制限法第９

５条第３項）について，次のいずれかの案によるものとする。 
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 船舶先取特権と船舶抵当権とが競合する場合には，船舶先取特権は，船舶抵

当権に優先する。 

【甲案】ただし，⑴の第５順位の船舶先取特権と船舶抵当権とが競合する場合

には，船舶抵当権は，当該船舶先取特権に優先する。 

【乙案】ただし，⑴の第４順位又は第５順位の船舶先取特権と船舶抵当権とが

競合する場合には，船舶抵当権は，これらの船舶先取特権に優先する。 

（注）上記のようなただし書を設けない（現行法の規律を維持する）という考

え方がある。 

（説明） 

１ 船舶先取特権を生ずる債権の順位 

船員の雇用契約債権の船舶先取特権（商法第８４２条第７号）の順位については，

その被担保債権の範囲に関する改正の方向性を踏まえ，引き続き検討する。 

２ 船舶先取特権と船舶抵当権との優劣 

⑴ 中間試案では，一定の範囲の船舶先取特権（航海継続の必要によって生じた債

権，船主責任制限法所定の物の損害に関する債権を被担保債権とするもの）につ

いて，船舶抵当権に劣後する旨の提案をしつつ，現行法の規律を維持するという

考え方を注記で示していた。 

  パブリック・コメントの結果では，弁護士会や商法学者は意見が分かれ，銀行

関係団体は上記の提案を支持し，他方，荷主団体，船主団体，運送事業者，保険

関係団体，漁業関係団体，燃料油供給業者等は，基本的には現行法の規律を維持

する方向性を広く支持していた。 

⑵ 中間試案の提案は，一般論として，船舶先取特権は公示方法なくして船舶抵当

権に優先するから，これを広く認めることは船舶抵当権者の利益を害し，ひいて

は船舶所有者が金融を得ることを困難にするという指摘があることを前提としつ

つ，船舶先取特権に基づく差押えの権限があれば，船舶抵当権より劣後したとし

ても，船舶所有者は事実上弁済を強いられることや，英国法の在り方等を踏まえ

たものであった。 

  しかし，船舶抵当権者は，相手方の財産，支払能力，営業能力等を総合的に考

慮して融資を行うか否かを決定しているようであり，パブリック・コメントにお

ける船主団体の意見を見ても，船舶先取特権に関する現行法制のために，船舶所

有者が金融を得ることが困難になっているとまではいい難いように思われる。そ

して，上記のとおり，船舶の差押えによって船舶所有者が事実上の弁済を強いら

れ，裁判所の配当手続に至る事例がまれであるとしても，そのような事例が皆無

というわけではなく，零細事業者であることが多い石油販売業者や造船所の船舶

先取特権を船舶抵当権より劣後させることや，漁業損害や輸送中の貨物損害に係
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る船舶先取特権を船舶抵当権より劣後させることは，これらの債権回収に悪影響

を与えることとなる（国内で海上輸送される貨物等を始めとして，債権者が自ら

保険により損害を補塡することも，必ずしも容易ではない。）。 

  そこで，パブリック・コメントの結果等を踏まえ，中間試案の甲案及び乙案の

いずれも取り上げないこととした。 

（注）パブリック・コメントの結果及び第１３回会議では，船主責任制限法所定の物の

損害に関する債権の船舶先取特権のうち，輸送中の貨物損害（カーゴ・クレーム）

について，船舶先取特権を付与すべきでない，又は船舶抵当権に劣後させるべきで

ある等の意見があった。 

   しかし，パブリック・コメントの多くの意見を見ても，現時点で，船主責任制限

法第９５条の立法趣旨（責任制限の対抗を受ける代償として船舶先取特権を付与す

るもの）を改める必要があるとはいえない。また，「不法行為（契約関係から生じた

場合を除く。）によって生じた債権に関する船舶先取特権」に限り船舶抵当権に優先

するという考え方も，例えば，①利用運送人の船舶所有者に対する賠償請求権と，

②貨物所有者の船舶所有者に対する賠償請求権とで異なる取扱いをすべきかどうか

等，規律の新設には困難な点も多い。 

   そこで，これらの意見についても取り上げていない。 

３ 船舶先取特権の目的 

船舶先取特権の目的（商法第８４２条）から未収運送賃を削除するもの

とする。 

（注）この改正に伴い，商法第８４３条及び第８４４条第３項を削除する

とともに，救助料に係る債権の船舶先取特権は，救助の時において生

じていた他の船舶先取特権に優先する旨の規律を設けるものとする。 

４ 船舶賃貸借における民法上の先取特権の効力 

【Ｐ】 

○中間試案第２部，第９，４「船舶賃貸借における民法上の先取特権の効力」 

 船舶賃貸借の場合に船舶の利用について生じた先取特権が船舶所有者に対し

ても効力を生ずる旨の規律（商法第７０４条第２項）について，次のいずれか

の案によるものとする。 

【甲案】現行法の規律を維持するものとする。 

【乙案】民法上の先取特権は，船舶所有者に対しては効力を生じないものとす

る。 

（注）いずれの案による場合も，４の規律は，定期傭船について準用するもの
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とする。 

（説明） 

１ 商法第７０４条第２項の見直しについて 

⑴ この点について，中間試案では両案併記とされていたところ，パブリック・コ

メントの結果において，荷主団体，漁業関係団体等は甲案を，弁護士会，運送事

業者，金融関係団体等は乙案を支持し，商法学者は意見が分かれた。 

第１３回会議では，次のような意見があった。 

・ 船舶の修繕では，ドック入りした後に，当初予定されていない修繕を追加で

行うことが多々あり，一般的な取引慣行としては，工事終了後に代金を確定す

ることが多く，構造的に債権を持ち越す事態が発生しやすい。乙案を採ると，

債権回収の懸念が大きく，造船所としては，修繕工事等の受注について慎重に

ならざるを得ない。 

・ 共有船舶において，その９９％の持分権者Ａが当該部分を１％の持分権者Ｂ

に賃貸している場合に，例えば，Ｂが発注した修繕工事につき，Ａの持分に対

して先取特権を行使し得なくなると，債権回収は著しく困難となる。修繕工事

により船舶の価値が維持され又は増加した以上，修繕業者が船舶から優先的な

配分を受けるべきである。 

・ 船舶先取特権は海商法独自の法理であり，民法上の先取特権が債務者以外の

所有者に対して成立することを認める合理的な理由はないため，乙案を採用す

べきである。 

・ 造船所における定期検査等の際には，前年の定期検査費用を完済しているの

が通常であり，未払分がある場合には，造船所は，その全額又は相当額の支払

がない限り，定期検査を拒むこととなる。このような通常の商慣行に従えば，

船舶の修繕費用に関する債権は１年以内に決済されるべきものであり，民法上

の先取特権に船舶先取特権と同等の効力を認め，かつ，船舶先取特権にさえ認

められない長期にわたる累積を許容することは，船舶所有者に不測の不利益を

与え，不当である。 

・ 修繕業者について，留置権による保護があるにもかかわらず，更に動産保存

の先取特権を認める必要があるのか，疑問である。小規模な事業者が多いとし

ても，１年を超えて修繕費用を積み上げるのではなく，回収可能性を適正に考

慮すべきである。 

・ 仮に，甲案を採るとしても，民法上の先取特権と船舶抵当権との優劣の明確

化や，執行手続（執行開始文書等）の明確化といった立法措置を講ずる必要が

ある。 

⑵ これまでも指摘されてきたように，動産保存の先取特権が成立する場合に，そ

の保存行為による利益が帰属する船舶所有者が当該先取特権の負担を負うこと自
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体は，実質的に一定の合理性があると評価する余地がある。確かに，債務者の所

有物に成立するという民法上の動産先取特権の一般的な理解から見ると，その特

則となるが，最高裁平成１４年２月５日第一小法廷決定・判例時報１７８７号１

５７頁が，商法第７０４条第２項の先取特権には，船舶先取特権のほか，民法上

の先取特権も含まれると判示しているところ，その後の立法事実として，長期間

にわたる多額の修繕費により船舶所有者の負担が過大となっている事態が現に生

じているとの指摘があったほかは，具体的な立法事実は見出し難い。パブリック・

コメントの結果も踏まえると，このような中で，中小規模の修繕業者の保護を後

退させ，船舶賃貸借の場合に，一律に船舶所有者に対してその効力が及ばないと

改めることは困難であると考えられるが，どのように考えるか。 

仮に，長期間にわたる多額の修繕費により船舶所有者の負担が過大となってい

るという事態を重視する場合には，その弊害を防ぐべく，次のような案が考えら

れるが，どのように考えるか。 

  【丙案】商法第７０４条第２項の規律は，先取特権の発生後１年を経過したとき

は，適用しないものとする。 

２ 定期傭船に対する商法第７０４条第２項の準用について 

  商法第７０４条第２項を定期傭船について準用するものとすることに関し，パブ

リック・コメントの結果では，中間試案に賛成する意見があった一方で，定期傭船

者は，第三者との関係で船舶所有者と同視し得る存在ではなく，第三者の取引相手

が定期傭船者である場合に，債務者でない船舶所有者に先取特権の負担を課す理由

はないとして，中間試案に反対するとの意見があり，第１３回会議でも同趣旨の意

見があった。 

  前記の平成１４年判例は，商法第７０４条第２項の趣旨につき，「賃借人が船舶を

所有している場合と同様の効力を認めることによって債権者を保護しようとするも

の」と判示している。船舶賃貸借に代わり定期傭船が相当程度普及している中で，

船舶賃貸借と定期傭船とで規律を異ならせることとすると，これらの者と取引をす

る第三者において，取引の相手方が当該船舶を利用する権限（船舶賃貸借か定期傭

船か）を逐一確認しなければならず，煩雑である上，当該第三者の保護に欠ける結

果となりかねないのであり，平成１４年判例の趣旨は，定期傭船に係る船舶の利用

についても妥当するといい得る。そして，諸外国においても，定期傭船者の船舶の

利用に関して生ずる債権のうち，最も典型的である燃料油供給債権について，米国

では maritime lien が認められ，英国では statutory lien が認められるなど，船舶

賃借人の取引の場合に近い保護があるようである。 
このような事情に鑑みると，中間試案のとおり，商法第７０４条第２項を定期傭

船について準用することが相当であると考えられる。 
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第３部 その他 

第１ 国際海上物品運送法の一部改正 

国際海上物品運送法第１３条第１項の規律を次のように改めるものとす

る。 

運送品に関する運送人の責任は，次に掲げる金額のうちいずれか多い金

額を限度とする。 

⑴ 滅失等に係る運送品の包又は単位の数に１計算単位の６６６．６７倍

を乗じて得た金額 

⑵ ⑴の運送品の総重量について１キログラムにつき１計算単位の２倍を

乗じて得た金額 

 

○中間試案第３部，第１，２「高価品に関する特則」 

 明告されない高価品について運送人が免責される旨の規律（国際海上物品運

送法第２０条第２項，第５７８条）について，次のいずれかの案によるものと

する。 

【甲案】現行法の規律を維持するものとする。 

【乙案】国際海上物品運送法第２０条第２項のうち，商法第５７８条を準用す

る旨の規律を削除するものとする。 

（説明） 

１ 高価品に関する特則について，中間試案では両案併記とされていたところ，パブ

リック・コメントの結果においては，弁護士会，大学，運送関係団体等，甲案を支

持する意見が比較的多く，他方で，荷主団体等には，乙案を支持する意見が見られ

た。 

この点について，第１３回会議では次のような意見があった。 

・ 国際海上物品運送法では，普通品についても，パッケージ・リミテーションの

額まで支払われて然るべきであって，オール・オア・ナッシングの結論になるよ

りも，一定の賠償額が支払われるという規律の方が合理的である。 

・ 高価品に関する特則が条約に違反していないという前提の下では，特に大きな

支障がなければ，現行法の規律を維持してよいのではないか。 

・ 実務上，高価品に関する特則は空文化している感があり，条約に違反するか否

かよりも，政策的な判断として，この規範が国際海上物品運送法において十分存

在意義があるものとして再確認され，実務がそのように誘導されていくことが望

ましいのかどうかが問題である。 

２ この点について，現在の国際海上物品運送の実務上，貨物の価額が申告されるこ

とはまれであり，大半の事例が責任限度額の規律により処理されていることを踏ま
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えると，乙案を支持する意見にも合理性はある。 

しかし，部会において，甲案を支持する意見も多数述べられており，また，パブ

リック・コメントの結果においても，上記１のとおり，甲案を支持する意見が比較

的多いことを考慮すると，本論点については，いずれの考え方もあり得るというの

が現状であり，甲案の規律が適切でないことが明らかであるとはいい難い。 

加えて，今般の改正作業では，商法（運送・海商関係）の規律の現代化を中心と

し，国際海上物品運送法については，規律の実質が適切でないことが明らかである

ものにつき見直しを行う方針であることも踏まえ，乙案については取り上げないこ

ととした。 

第２ その他 

その他所要の規定を整備するものとする。 

（説明） 

 倉庫営業（商法第２編第９章第２節）について，これまでの審議では，運送営業（商

法第２編第８章）の規律の見直しが当然には倉庫営業の規律に影響しないものとして

検討が行われ，現に実効性を喪失している複券主義（預証券及び質入証券）の規律を

削除し，倉荷証券に関する規律を存置するほかは，パブリック・コメントの結果等を

踏まえ，引き続き検討することとされていた。 

 この点について，パブリック・コメントの結果では，倉庫営業に関しては，１団体

から意見が寄せられたほかは，特段の意見がなかった。その後，関係者に対して改正

要望の有無を確認したが，現時点では，意見を提出した上記団体を含め，特段の要望

は見られなかった。また，運送営業と倉庫営業とでは，標準約款の在り方その他事業

の実情自体が大きく異なっており，運送営業の規律の見直しの結果として当然に倉庫

営業の規律を同様に改めることは，適切でないと考えられた。 

 そこで，今回の改正作業に際しては，倉庫営業については，複券主義の規律を削除

するほかは，基本的に現代語化をする改正にとどめることとしている。 
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